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研 究 論 文

１．はじめに

ロシアの京都議定書批准により，京都議定書の発効が

2005年２月に現実のものとなった．京都議定書において日

本のCO2排出削減目標は1990年レベルの６％と決められて

おり，削減すべきCO2排出量は2002年で13.6％，約170Mt-

CO2に達している1）．

CO2排出量削減は容易ではなく，多くの対策を同時に取

ることが必要と考えられる．削減対策の１つに未利用エネ

ルギーの活用があり，1994年に決定された「新エネルギー

導入大綱」においても，その推進が取り上げられている．

現存する技術条件下での未利用エネルギー利用による

CO2排出削減量を全国規模で推定した例によると，未利用

エネルギー利用によるCO2排出量削減のポテンシャルは約

17Mt-CO2であり，1990年レベルの削減目標の25％程度2），

2002年のそれの10％程度と見積もられている．これは無視

できる値ではないと考えられる．

しかしポテンシャルは，未利用エネルギーと需要との空

間的・時間的・量的な分布が好条件で一致した時に発揮さ

れるものであって，実際の効果は現実的条件を考慮して算

定しなければならない．すなわち，未利用エネルギー存在

地点（熱源）と需要地区間および需要地区内における熱源

水の搬送による損失および蓄熱による損失などを正確に推

定する必要がある．また設備建設などにかかわるエネルギ

ー消費やCO2排出について，ライフサイクルアセスメント

（LCA）を実施することも不可欠である．搬送による損失

を考慮したものとしては，河川水，海水，下水処理水の利

用システムについて，大阪市を対象に未利用エネルギー存

在地点と需要地区間の搬送ネットワークを検討した例があ

り3），ごみ焼却場については，モデル街区を用いてその省

エネ性を検討した例があるが4），広域を対象にし，かつ上

記の条件を網羅的に考慮した詳細な推定例は少ない．

本研究では，ごみ焼却場，河川水および下水処理水を対

象に，上記条件を満たす物理モデルによる未利用エネルギ

ー導入評価手法を開発し，それを東京23区に適用して，そ

の有効性を検証した．

２．方法

2.1 全体の算定フロー

ごみ焼却場では背圧タービンにより発生した蒸気を用い
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Abstract
There is a growing interest in utilization of unused but possible energy sources to reduce the carbon dioxide
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て，温水は温水熱交換器，冷水は吸収式冷凍機により，河

川水と下水処理水ではそれぞれを熱源としてヒートポンプ

により冷温水を作り，需要地区に送るものとした．ごみ焼

却場の発電は系統電力に接続し，熱需要メッシュの選択は

熱利用のみで判定した．省エネ効果算定手法の概略手順は

以下の通りであった（図１参照）．入力するデータは，未利

用エネルギーデータ，熱需要メッシュデータ，その他デー

タの３つに分けられ，未利用エネルギーデータと熱需要メ

ッシュデータの一部はGISデータから作成した．未利用エ

ネルギーデータには月別の値を用いた．下水の処理水量は

日内で大きく変動することが知られている5）が，ここでは，

日内の変動はないものとして計算した．

これらのデータから，省エネ効果算定モデルにより，未

利用エネルギー存在地点からある一定距離範囲内の熱需要

メッシュ（約500m四方）について省エネ効果を算定し，そ

の中でCO2排出削減効果が最大であった熱需要メッシュを

選択した後，そのメッシュを探索対象から除外し，さらに

次の熱需要メッシュを選択する作業を繰り返した．これを

未利用エネルギーがなくなるか，効果のある熱需要メッシ

ュがなくなるまで続け，省エネ効果を積算した．

河川水については，基本的手法は同じであるが，以下の

点が異なった．河川は形状が線形であるので，位置をメッ

シュに落とし対応するメッシュの中央を未利用エネルギー

存在地点（以後，河川地点と呼ぶ）とし，計算は対象河川

の全河川地点について行い，最も省エネとCO2削減効果の

高かった熱需要メッシュを選択し，そのメッシュに利用さ

れた熱量を，対応する河川地点およびその下流に位置する

全ての河川地点の利用可能熱量から引いた上で次の計算に

移った．上流で使用された量だけ下流で利用できる熱量は

減少するからである．

未利用エネルギー存在地点と熱需要メッシュの距離範囲

については，河川と下水については１kmを，ごみ焼却場に

ついては４kmを限度とした．ごみ焼却場における距離限界

を長くしたのは，高温の廃熱を利用するごみ焼却場の未利

用エネルギーシステムの総合エネルギー効率は，ヒートポ

ンプを利用する河川および下水のシステムに比べかなり高

いため，ごみ焼却場のシステムではエネルギーを遠距離搬

送しても省エネ効果があると予想されたためである．ただ

し，この距離を任意とすることも可能であり，本論でも後

述するモデル計算では，多様な距離での計算を実施した．

2.2 省エネ効果算定モデル

図２に省エネ効果算定モデルの内部での計算フローを示

し，表１に主要なパラメーターを記した．熱源機器のCOP

は熱源媒体の温度から計算した7）．

過熱蒸気圧力などのごみ焼却場の条件については，実際

に稼動している施設のデータを主として用いることとした．

ごみ焼却場の発電量は本来，熱利用が多くなれば減少する

が，ここでは，熱利用量によらず，ごみの熱量に対する発

電効率を一定とした．

河川と下水の利用温度差は，現状の熱交換システムの技

術レベルから５℃とした．河川については，生態系への影

響を考慮して，日平均流量の月別最小値の５分の１を利用

することで河川の全流量の水温に与える影響を１℃以内と

した．

この省エネ効果算定モデルには以下のような４つの特徴

があり，これらにより配管全体における搬送による損失，

蓄熱による損失，設備建設によるエネルギー消費やCO2排

出を取り扱った．

１つには，熱需要と供給可能熱量から蓄熱を考慮した出

力・設備容量を算定した．蓄熱に関しては，最大供給可能

熱量が時刻別の熱需要を超えた場合に，その熱量を蓄熱し

て，最大供給可能熱量が足りない場合にそれを使用した．

その際には，日内総蓄熱量に熱損失率をかけて熱損失量を

算出し蓄熱による損失を考慮した．これにより，未利用エ

ネルギーを効率的に使用することで出力を大きくでき，同

時に設備容量は小さくなった．

２つには，運転容量から管径を算出し，未利用エネルギ

ー存在地点と需要地区との距離からその間の搬送動力を計

算した．プラントの位置については，河川と下水について

は未利用エネルギー存在地点と需要地区の中間地点に，ご

み焼却場については，未利用エネルギー存在地点と需要地

区の距離が１km以内の場合は需要地区に，それを超える場

合は存在地点と需要地区の距離が１kmの地点にプラント

を置くこととした．これは，ごみ焼却場からは蒸気により

熱が搬送されるので，より遠くにプラントを置くことが搬

送動力の軽減に有効であるが，一方，蒸気が冷凍機の駆動

条件内に収まるには，熱と圧力損失のため搬送距離１kmが

限界であるためである．図１ 省エネ効果算定フロー
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３つには，需要地区内の建物形状をモデル化することで，

地域内の配管を仮定して，地域内での搬送動力を算定した．

搬送動力は配管形状によって変化する．需要地区内の配管

モデルについては，建物数と平均建物面積から，等しい面

積の正方形の建物が等しい正方形の土地に格子状に並んで

いる街区を仮定し，建物への配管形状を決定した（図３参

照）．これにより，建物と土地の一辺の長さ（図３のEとF）

を求め，配管長をメインパイプから末端パイプまでの段階

毎に（図３の街区の例では７段階に）仮定し，また必要な

流量・流速から管口径を算定した．これらの値からより現

実的な搬送動力を求めた．

４つには，設備容量を算出することで，エネルギーとCO2

排出量についてLCAを実施した．LCAの対象は河川取水設

備，熱源水導管，冷温水発生装置，冷温水供給導管など未

利用エネルギーを利用してエネルギー供給を行う施設とし

た．ごみ焼却場についてはボイラー，発電機もともに範囲

外とし，ごみ収集に関連する部分も範囲外とした．分析対

象としたライフサイクル段階は施設建設と運用であり，修

繕・保守と廃棄は除いた．耐用年数は導管については10年，

その他については15年と設定した．

省エネ効果を推定するための比較すべき対照システムと

して，各建物が個別に空調システムを保有することを想定

した．その機器構成を近年における導入傾向12），13）から建

物用途別に設定し，機器のエネルギー効率（COP）を調査

資料10）に基づき設定した．例えば，住宅では空気熱源ヒー

トポンプ（冷房）と灯油ファンヒーター（暖房），商業施

設ではガス吸収式冷温水発生機（冷暖併用），事務所では

ガス吸収式冷温水発生機（冷暖併用）と空気熱源ヒートポ

ンプ（冷暖併用）を採用した．電力に関するCO2排出量につ

いては1997年度東京電力実績から全電源平均のCO2排出原

単位（76g-C/kWh）を用いた．

図２ 省エネ効果算定モデルの計算フロー

図３ 需要地区内の配管モデル

＊ヒートポンプの凝縮器・蒸発器における冷媒と
熱源媒体（熱源水）の平均温度差

表１ 主なパラメーター
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2.3 東京23区データ

熱需要については，GISデータとして平成８年度版東京

都土地利用現況調査を用いて利用用途別床面積を求め，こ

れに冷暖房熱負荷原単位14～17）を掛けることで冷房と暖房に

おける年間熱負荷量を求めた．さらに月別と時刻別の変動

係数14），18～19）を用いて熱需要の時間変動および最大値を求め

た．また建物数と平均建物面積についても同じGISデータ

から求めた．

ごみ焼却場と下水については，住所により位置を特定し

た．ごみ焼却量は公的資料20）より求めた．

河川水については，河川の分岐・合流の形状，建設省流

量年表21），水質年表22），東京都公共用水域水質調査資料23）に

基づき，流量一定と仮定できる区間に河川を分割し，区間

単位ごとに日平均流量の月別最小値と月別平均水温を算定

した．下水の晴天日下水処理量と水温については，公的資

料24），25）の値を用いた．

３．結果

3.1 熱需要メッシュの選択

地球温暖化対策に着目して，以下ではCO2削減効果につ

いて述べる．図４にごみ焼却場についてのCO2削減効果の

ある熱需要メッシュを示した．意外なことに，未利用エネ

ルギーを送付すべき熱需要メッシュは，焼却場に対して同

心円状に広がるわけではなく，飛び地に存在する場合が多

く見られた．特に，CO2削減効果の高い熱需要メッシュのほ

とんどは焼却場に隣接していなかった．メッシュの選択順

序を調べたところ，焼却場から遠く離れたメッシュから選

択される例がかなり見られた．このことは，CO2削減効果が

未利用エネルギー存在地点との距離だけではなく熱需要に

大きく左右されたことを示している．未利用エネルギーを

近隣で利用するよりも，遠隔地へ運んだ方がCO2削減効果

の高い場合があったことを意味している．

熱需要利用によるCO2削減量では足立清掃工場，目黒清

掃工場，有明清掃工場が上位３つであり，近傍で高い熱需

要を持つ比較的少数のメッシュで集中的にエネルギーが利

用されることが高いCO2削減に結びついたことを示してい

る．また全ごみ焼却場でみると，熱利用割合（ごみの熱量

にボイラー効率を乗じた熱量に対する割合）は約50％であ

り，ごみの熱の半分にCO2削減の上で利用価値があった．ご

み焼却場の場合は，比較的近傍に熱需要の高い地区があれ

ば，未利用エネルギーのかなりの部分に利用する価値があ

ったことを示している．また発電によるCO2削減量は熱利

用によるものの約３分の１であり，両者の合計で約0.17（Mt-

CO2/y）の削減となった．

河川については，未利用エネルギーを供給すべき熱需要

メッシュのほとんどが隅田川周辺にあった（図５参照）．ま

たごみ焼却場と同様に，河川から離れた熱需要メッシュが

選択される場合があり，高い熱需要がメッシュの選択の大

きな要因であったことを示している．河川上流のメッシュ

も選択されており，河川水の未利用エネルギー利用に当た

っては流域全体を見渡しての需要地区選択が重要と考えら

れた．隅田川水系は利用割合が60％と高く，CO2削減量でも

隅田川水系が全体の約８割を占めた．河川合計では利用割

合は23％程度と低く，CO2削減量は約0.09（Mt-CO2/y）で

あった．河川の場合は，隅田川水系を除いて近傍に熱需要

の高い地区が十分になく，未利用エネルギーの利用が困難

であったことを示している．

下水処理水については，未利用エネルギーを供給できる

熱需要メッシュは多くなく，まったくエネルギーの使われ

ない下水処理場もあった（図６参照）．下水処理場を離れた

熱需要メッシュが選択される場合があったが，ほとんどは

図４ ごみ焼却場について選択された熱需要メッシュ

＊北清掃工場と墨田清掃工場は調査年度途中から稼動したためデータがなく，
解析から除いた．

図５ 河川について選択された熱需要メッシュ
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直近の熱需要メッシュが選択された．芝浦水処理センター

では，利用割合は約30％であるものの利用量は最も多く，

CO2削減量では全下水処理場合計の半分を占めた．これは，

芝浦水処理場の周辺に非常に熱需要の高い地区があったか

らである．全体では，CO2削減の上で利用価値のある下水処

理水の未利用エネルギーの割合は約17％にとどまり，利用

できない処理水が多かった．CO2削減量も約0.015（Mt-

CO2/y）にとどまった．未利用エネルギーが多く存在する地

点の周辺に十分な需要がなく，需給バランスが適切でなか

ったことを示している．

3.2 CO2削減量

未利用エネルギーによるCO2削減量の合計は，3.1の結果

から0.27Mt-CO2であり，その約60％はごみ焼却場，25％は

河川によるものであった．一方，東京都の1990年のCO2排出

量は57.9Mt-CO2と見積もられており26），その６％を削減す

ると，その量は3.47Mt-CO2となる．したがって削減目標に

対して，未利用エネルギーは８％の効果を持つこととなっ

た．

なお，現在すでに利用されている未利用エネルギーも一

部存在するが，その量は未利用エネルギーの全体量に対し

てわずかであった．ただし，ごみ焼却場による発電はすで

に多数の施設で導入されており，未導入の施設で今後増加

できる量は100（106kWh/y）程度と見積もられ，これは発

電量の計算結果の約３分の１に相当した．このため，現在

利用されていないエネルギーの利用によるCO2削減効果は，

ごみ発電による部分を約３分の１に見積もる必要があり，

未利用エネルギー全体では当計算結果の９割程度と考えら

れた．

3.3 未利用エネルギー利用のガイドライン

図７に，河川について，未利用エネルギーの利用効果に

対する熱需要，地域内配管長および未利用エネルギー存在

地点と需要地区との距離の関係を示した．23区内の河川平

均の未利用エネルギーを持つ河川を想定した上で仮想的に

街区を設定し，本研究の手法を適用して街区を特徴付ける

要因とCO2削減量の関係を導いた．街区をイメージしやす

くするために，実際の街区の相当する位置も図中に示した．

図中の斜線より右に需要地区があれば，未利用エネルギー

の利用にCO2削減効果があることを意味する．たとえば，多

くの住宅地は地域内配管長がおよそ20～30km，熱需要は

30（TJ/y）程度と算定されたが，この条件では，河川が

0.1kmの距離にあっても，未利用エネルギーを利用するこ

とに効果はなかった．一方，銀座４丁目のように大きなビ

ルが多く熱需要が高い街区の場合には，地域内配管長が

20km以内で熱需要が400（TJ/y）程度になり，３km離れた

河川であっても，その未利用エネルギーの利用によりCO2

排出量を削減できると判断できた．

下水処理水についての結果はほぼ河川と同様であったが，

ごみ焼却場については大きく異なった（図８参照）．住宅地

においても，1.0kmの距離であれば，未利用エネルギー利用

に効果が認められ，熱需要がある程度あれば，５km離れた

地点から未利用エネルギーを搬送して利用してもCO2削減

ができる結果となった．ただし距離が6.0kmを越えると，搬

送動力が大きくなるため，熱需要によらずCO2削減効果は

認められなかった．このように，街区の条件で決定される

未利用エネルギーの利用の可否を，本手法を使うことによ

り判定することができた．

なお，東京23区全体のCO2削減量の見積もりにおいて設

定した未利用エネルギー存在地点と熱需要メッシュの距離

範囲は，河川と下水で１km，ごみ焼却場で４kmであり，こ

れは上記結果より短いので，23区の結果は過小側の評価と

考えられた．しかし実際には，河川の周辺に高い熱需要地

区は少なく，また迷惑施設と見られることの多いごみ焼却

図６ 下水処理場について選択された熱需要メッシュ 図７ 河川についてのガイドライン
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場や下水処理場の多くは熱需要の高い地区から離れた場所

に立地しているため，計算結果に大きな差は生じないと判

断された．

3.4 LCA的に見た投入エネルギー

未利用エネルギーを利用するために必要なエネルギーの

内，ごみ焼却場，河川および下水処理水に共通して，搬送

動力が多くを占めた（図９参照）．管内での圧力損失を減少

させることが，利用量やCO2削減量を高める上で有効と考

えられた．河川と下水処理水ではプラント動力もかなりの

割合を占め，プラントの熱交換の効率改善などが必要との

結果であった．またごみ焼却場では，配管建設に要するエ

ネルギーが多かったことから，管製造および建設における

何らかの省エネも考慮すべきと考えられた．

４．考察

省エネ効果の詳細評価モデルを東京23区に適用したとこ

ろ，未利用エネルギーを利用すべき熱需要メッシュは未利

用エネルギー存在地点の近傍にあるとは限らず，あえて遠

くまでエネルギーを搬送した方がCO2削減効果の高い場合

が多々あった．またいずれの熱需要メッシュにも使用でき

なかった未利用エネルギーもあった．河川については，未

利用エネルギーを上流で使用すべき場合もあった．このよ

うに，未利用エネルギーの活用計画を未利用エネルギーの

存在地点のみから単純に作成することは危険であり，本手

法のように需要側の条件や現実的なエネルギー損失などを

考慮することの重要性が明らかとなった．特に，東京23区

においては，ごみ焼却場，河川および下水処理場は中央部

の熱需要の高い地域に立地していないので，周辺の熱需要

を慎重に考慮することが重要と考えられた．

本手法から作成した図７，８は，未利用エネルギー活用

の可否の判断基準の一例であり，今後はこのようなきめ細

かい未利用エネルギー活用計画が必要と考えられた．また

逆に，本手法を用いて，ごみ焼却場と下水処理場の最適立

地や河川に対して最適な土地利用計画を導くこともできる

が，これについては本論の範囲を超えており，可能性を指

摘するにとどめる．

東京都の1990年のCO2削減目標に対し，約８％の効果を

未利用エネルギーは持っていた．全国レベルのポテンシャ

ルの推計では，その効果は1990年レベルの削減目標の25％

程度2）であった．手法と地域が異なるため単純な比較はで

きないが，現実的条件を加味すると最大限に未利用エネル

ギーを利用した場合でも，実際の効果はポテンシャルより

かなり低下すると推定された．しかしながら，CO2削減を達

成する決定的な対策を見出しえない現状では，多様な取り

組みが必要であり，８％の効果は十分に検討に値すると考

えられた．

本結果はモデルを用いてCO2削減効果を算出したもので

あり，その正確性について，実際の未利用エネルギーシス

テムで検証することが望ましい．しかしながら，都市スケ

ールでの実験は現実的には不可能であり，結果の利用は慎

重に行う必要がある．ごみ焼却場のボイラー関連の条件な

どの各部分においては，できるだけ実際の未利用エネルギ

ーシステムの性能を反映するように値を設定しているが，

全体の出力結果について過大評価の可能性は皆無ではない

ので，安全側で評価すべきであろう．また，本研究では，

経済性の検討は実施しなかった．配管建設の工事費はかな

り高くなることが予想され，未利用エネルギーのコスト面

からの解析も必要である．

５．まとめ

都市スケールの広い地域を対象に，未利用エネルギー利

用による省エネ効果を現実の条件に即して評価するために，

未利用エネルギー存在地点と需要地区間のエネルギー搬送

による損失，街区の配管網における圧力損失，蓄熱による

損失および設備建設によるエネルギー消費やCO2排出の算

定をモデルの機構として持ち，時間変化する需要とのマッ

図８ ごみ焼却場についてのガイドライン

図９ 未利用エネルギーの利用に必要な投入エネルギー
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チングが可能な詳細評価モデルを開発して，東京23区に適

用した．

モデルは，未利用エネルギー使用によってCO2削減効果

のある需要メッシュを，熱需要，街区形状および未利用エ

ネルギー存在地点との距離などの複雑な条件から客観的に

選択し，結果として遠隔地が選ばれる場合もあった．また

街区の条件から未利用エネルギー利用の可否を判断するガ

イドラインを作成することができた．

未利用エネルギー利用によるCO2削減効果は東京都の1990

年の目標値の８％程度であった．

LCA結果から，プラント動力，搬送動力および配管建設

についての効率の向上が未利用エネルギーの使用によるCO2

削減の増進に有効であった．

以上から，当モデルは，未利用エネルギーの利用可能量

と需要側のデータに基づき未利用エネルギーの利用による

効果を詳細に評価する手法として有効と考えられた．
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